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(57)【要約】
【課題】対象期間における利用者の行動による環境負荷
が目標内に収まるように行動内容を計画する。
【解決手段】情報処理システム１０は、それぞれ環境負
荷値が定められた複数の行動の中から選択された行動に
基づいて、指定された期間中に利用者が予定する行動を
示す行動予定情報を設定し、指定された期間の少なくと
も一時点までに利用者により行われた行動を特定する行
動情報を取得し、取得された行動情報により特定される
行動の環境負荷値と、行動情報により特定される行動以
後に予定される行動の環境負荷値とに基づいて、指定さ
れた期間における利用者の行動の総環境負荷値を算出し
、算出された総環境負荷値と、指定された期間について
予め定められた環境負荷の目標値とを共に表示する表示
情報を生成する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　それぞれ環境負荷値が定められた複数の行動の中から選択された行動に基づいて、指定
された期間中に利用者が予定する行動を示す行動予定情報を設定する設定手段と、
　前記指定された期間の少なくとも一時点までに前記利用者により行われた行動を特定す
る行動情報を取得する取得手段と、
　前記取得手段により取得された行動情報により特定される行動の環境負荷値と、前記行
動情報により特定される行動以後に前記行動予定情報において予定される行動の環境負荷
値とに基づいて、前記指定された期間における前記利用者の行動の総環境負荷値を算出す
る算出手段と、
　前記算出手段により算出された総環境負荷値と、前記指定された期間について予め定め
られた環境負荷の目標値とを共に表示する表示情報を生成する表示情報生成手段と、
　を含むことを特徴とする情報処理システム。
【請求項２】
　前記取得手段により取得された行動情報に示される行動以後に前記行動予定情報におい
て予定される行動を更新する更新手段をさらに含む
　ことを特徴とする請求項１に記載の情報処理システム。
【請求項３】
　前記複数の行動ごとに画像が対応づけられ、
　前記表示情報生成手段は、時間を示す第１の軸と、環境負荷値を示す第２の軸をそれぞ
れ座標軸とした座標系に、前記利用者が予定する行動に対応づけられた画像を、当該行動
を行う時間及び環境負荷値に応じた座標位置に配置した表示情報を生成する
　ことを特徴とする請求項２に記載の情報処理システム。
【請求項４】
　前記更新手段は、前記座標系に配置された画像の前記第１の軸における位置が変更され
た場合に、当該変更された位置に応じて前記画像に対応した行動の時間情報を更新する
　ことを特徴とする請求項３に記載の情報処理システム。
【請求項５】
　前記更新手段は、前記座標系に配置された画像の前記第２の軸における位置が変更され
た場合に、当該変更された位置に応じた行動に前記画像に対応した行動を変更する
　ことを特徴とする請求項３又は４に記載の情報処理システム。
【請求項６】
　前記表示情報生成手段は、前記取得手段により取得された行動情報により特定される行
動による総環境負荷値を表示する表示情報を生成する
　ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載の情報処理システム。
【請求項７】
　コンピュータを、
　それぞれ環境負荷値が定められた複数の行動の中から選択された行動に基づいて、指定
された期間中に利用者が予定する行動を示す行動予定情報を設定する設定手段と、
　前記指定された期間の少なくとも一時点までに前記利用者により行われた行動を特定す
る行動情報を取得する取得手段と、
　前記取得手段により取得された行動情報により特定される行動の環境負荷値と、前記行
動情報により特定される行動以後に前記行動予定情報において予定される行動の環境負荷
値とに基づいて、前記指定された期間における前記利用者の行動の総環境負荷値を算出す
る算出手段と、
　前記算出手段により算出された総環境負荷値と、前記指定された期間について予め定め
られた環境負荷の目標値とを共に表示する表示情報を生成する表示情報生成手段として機
能させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、情報処理システム及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　環境負荷を低減することが求められてきている。例えば、下記の特許文献１には、建物
毎のエネルギー消費量を管理し可視化することで、省エネルギーの意識を向上させるシス
テムが開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－０７０３３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の目的の一つは、対象期間における利用者の行動による環境負荷が目標内に収ま
るように行動内容を計画できる情報処理システム及びプログラムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記目的を達成するために、請求項１に記載の情報処理システムの発明は、それぞれ環
境負荷値が定められた複数の行動の中から選択された行動に基づいて、指定された期間中
に利用者が予定する行動を示す行動予定情報を設定する設定手段と、前記指定された期間
の少なくとも一時点までに前記利用者により行われた行動を特定する行動情報を取得する
取得手段と、前記取得手段により取得された行動情報により特定される行動の環境負荷値
と、前記行動情報により特定される行動以後に前記行動予定情報において予定される行動
の環境負荷値とに基づいて、前記指定された期間における前記利用者の行動の総環境負荷
値を算出する算出手段と、前記算出手段により算出された総環境負荷値と、前記指定され
た期間について予め定められた環境負荷の目標値とを共に表示する表示情報を生成する表
示情報生成手段と、を含むことを特徴とする。
【０００６】
　また、請求項２に記載の発明は、請求項１に記載の情報処理システムにおいて、前記取
得手段により取得された行動情報に示される行動以後に前記行動予定情報において予定さ
れる行動を更新する更新手段をさらに含むことを特徴とする。
【０００７】
　また、請求項３に記載の発明は、請求項２に記載の情報処理システムにおいて、前記複
数の行動ごとに画像が対応づけられ、前記表示情報生成手段は、時間を示す第１の軸と、
環境負荷値を示す第２の軸をそれぞれ座標軸とした座標系に、前記利用者が予定する行動
に対応づけられた画像を、当該行動を行う時間及び環境負荷値に応じた座標位置に配置し
た表示情報を生成することを特徴とする。
【０００８】
　また、請求項４に記載の発明は、請求項３に記載の情報処理システムにおいて、前記更
新手段は、前記座標系に配置された画像の前記第１の軸における位置が変更された場合に
、当該変更された位置に応じて前記画像に対応した行動の時間情報を更新することを特徴
とする。
【０００９】
　また、請求項５に記載の発明は、請求項３又は４に記載の情報処理システムにおいて、
前記更新手段は、前記座標系に配置された画像の前記第２の軸における位置が変更された
場合に、当該変更された位置に応じた行動に前記画像に対応した行動を変更することを特
徴とする。
【００１０】
　また、請求項６に記載の発明は、請求項１乃至５のいずれかに記載の情報処理システム
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において、前記表示情報生成手段は、前記取得手段により取得された行動情報により特定
される行動による総環境負荷値を表示する表示情報を生成することを特徴とする。
【００１１】
　また、請求項７に記載のプログラムの発明は、コンピュータを、それぞれ環境負荷値が
定められた複数の行動の中から選択された行動に基づいて、指定された期間中に利用者が
予定する行動を示す行動予定情報を設定する設定手段と、前記指定された期間の少なくと
も一時点までに前記利用者により行われた行動を特定する行動情報を取得する取得手段と
、前記取得手段により取得された行動情報により特定される行動の環境負荷値と、前記行
動情報により特定される行動以後に前記行動予定情報において予定される行動の環境負荷
値とに基づいて、前記指定された期間における前記利用者の行動の総環境負荷値を算出す
る算出手段と、前記算出手段により算出された総環境負荷値と、前記指定された期間につ
いて予め定められた環境負荷の目標値とを共に表示する表示情報を生成する表示情報生成
手段として機能させるためのプログラムである。
【発明の効果】
【００１２】
　請求項１及び７に記載の発明によれば、対象期間における利用者の行動による環境負荷
が目標内に収まるように行動内容を計画できる。
【００１３】
　請求項２に記載の発明によれば、利用者がこれから行う行動内容を環境負荷の点から見
直すことができる。
【００１４】
　請求項３に記載の発明によれば、対象期間における利用者の行動の環境負荷の推移を確
認できる。
【００１５】
　請求項４に記載の発明によれば、行動を示す画像の時間軸における位置を変更すること
で行動の時間情報を変更できる。
【００１６】
　請求項５に記載の発明によれば、行動を示す画像の環境負荷軸における位置を変更する
ことで行動内容を変更できる。
【００１７】
　請求項６に記載の発明によれば、利用者が実際に取った行動による環境負荷を確認でき
る。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本実施形態に係る情報処理システムの機能ブロック図である。
【図２】基礎データテーブルの一例を示した図である。
【図３】行動管理画面の一例を示した図である。
【図４Ａ】アイコンの移動に応じた行動内容の切り替え処理について説明する図である。
【図４Ｂ】行動の時間情報を変更する処理を説明する図である。
【図５】アイコンの第１の移動制御方式を説明する図である。
【図６】アイコンの第２の移動制御方式を説明する図である。
【図７】行動予定情報の一例を示した図である。
【図８】実行動情報の一例を示した図である。
【図９】利用者の実行動が特定された後に更新される行動管理画面の一例を示した図であ
る。
【図１０】行動管理画面の更新処理のフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明を実施するための好適な実施の形態（以下、実施形態という）を、図面に
従って説明する。本実施形態に係る情報処理システム１０は、対象期間における利用者が
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取る行動を管理し、当該利用者の行動による環境負荷を算出し提示するシステムである。
本実施形態では、環境負荷として二酸化炭素排出量を用いるが、エネルギー消費量等のそ
の他の指標であっても構わない。また、本実施形態における行動とは、行為の内容と、当
該行為を行う環境や手段により定められるものとしてよい。なお、本実施形態に係る情報
処理システム１０は、例えば対象期間内の利用者の行動に応じて提示される環境負荷値（
二酸化炭素排出量）に基づいて、対象期間内の環境負荷が目標内に収まるように自らの行
動予定を修正する用途に用いることとしてよい。
【００２０】
　図１には、本実施形態に係る情報処理システム１０の機能ブロック図を示す。図１に示
されるように、情報処理システム１０は、入力部１２、表示部１４、基礎データ格納部１
６、表示情報生成部１８、行動情報管理部２０、予測値算出部２２、データ取得部２４、
実行動特定部２６、行動情報更新部２８および実績値算出部３０を含む。
【００２１】
　上記の各部の機能は、ＣＰＵ等の制御手段、メモリ等の記憶手段、外部デバイスとデー
タを送受信する入出力手段等を備えたコンピュータが、コンピュータ読み取り可能な情報
記憶媒体に格納されたプログラムを読み込み実行することで実現されるものとしてよい。
なお、プログラムは情報記憶媒体によって１又は複数台のコンピュータからなる情報処理
システム１０に供給されることとしてもよいし、インターネット等のデータ通信手段を介
して供給されることとしてもよい。
【００２２】
　入力部１２は、キーボードやマウス等の入力デバイスと接続する入力インターフェース
を含み、利用者からの操作入力を受け付けるものである。
【００２３】
　表示部１４は、液晶ディスプレイ等の表示装置を含み、情報処理システム１０により生
成されたグラフィックデータを出力し表示するものである。
【００２４】
　以下、利用者の行動予定を設定する処理に関する機能について説明する。
【００２５】
　基礎データ格納部１６は、複数の行動ごとの環境負荷値を記憶したデータを格納するも
のであり、本実施形態では、環境負荷値として単位時間あたりの二酸化炭素排出量を用い
ることとする。
【００２６】
　図２には、基礎データ格納部１６に格納される基礎データテーブルの一例を示した。図
２に示されるように、基礎データテーブルは、行動をそれぞれ識別する行動ＩＤに関連づ
けて、行動名、行動カテゴリ、単位時間あたりの二酸化炭素排出量を格納したテーブル情
報として構成されることとしてよい。なお、行動カテゴリとは、行動の分類を示す情報で
あり、例えば「徒歩」、「電車」、「バス」等は「移動」カテゴリに属し、「自席」、「
打ち合わせルーム」等は「オフィス」カテゴリに属している。
【００２７】
　表示情報生成部１８は、表示部１４に表示するＵＩ画面（ユーザインターフェース画面
）を生成するものである。以下、利用者の行動予定を設定する際に表示されるＵＩ画面の
一例を説明する。
【００２８】
　図３には、利用者の行動予定を設定する際に表示される行動管理画面４０の一例を示し
た。図３に示されるように、行動管理画面４０には、グラフ表示部４２と、アイコン一覧
表示部４４とが含まれる。グラフ表示部４２には、横軸（Ｘ軸）に時間、縦軸（Ｙ軸）に
二酸化炭素排出量とした座標系上に行動を示すアイコンを配置し、各アイコンを時間順に
線で接続したグラフが表示される。横軸の時間範囲は、図３に示した例では１日の就業時
間に対応したものであるが、時間範囲のスケールは週単位や月単位等に切り替えるように
してもよい。
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【００２９】
　アイコン一覧表示部４４には、利用者の行動に対応したアイコンが表示されており、各
アイコンのＹ軸方向（縦方向）における配置は、単位時間あたりの二酸化炭素排出量に応
じた位置となっており、Ｘ軸方向（横方向）の配置位置は行動の属する行動カテゴリに応
じた位置となっている。アイコン一覧表示部４４に表示されたアイコンをグラフ表示部４
２にドラッグアンドドロップすることにより、利用者の行動予定及び行動の開始時刻が設
定される。
【００３０】
　グラフ表示部４２に表示される各アイコンの縦軸の位置は、当該各アイコンに対応した
行動の単位時間あたりの二酸化炭素排出量に応じて定められ、アイコンからＸ軸の正方向
に伸びる線は、アイコンに対応した行動の継続時間を示している。また、グラフ表示部４
２に示される点線は、対象期間における総二酸化炭素排出量の目標値であり、Ｙ軸に示さ
れる矢印４６は設定された行動により排出される総二酸化炭素排出量の予測値を示してい
る。グラフ表示部４２に表示されるアイコンの位置、アイコンの継続時間、目標値はそれ
ぞれ対応する表示要素のドラッグ操作により変更されることとしてよい。
【００３１】
　図４Ａには、グラフ表示部４２に表示されるアイコンの移動に応じた行動内容の切り替
え処理について説明する図を示した。本実施形態では、行動を示すアイコンをドラッグし
てＹ軸方向に移動させると、当該アイコンが含まれる行動カテゴリのうち、移動したＹ軸
の位置に応じた二酸化炭素排出量の行動に切り替わる。なお、図示した例における行動カ
テゴリには、「移動」、「オフィス」が含まれ、「移動」カテゴリには「飛行機」、「タ
クシー」、「社用車」、「バス」、「電車」、「徒歩」が、「オフィス」カテゴリには、
「アリーナ会議室」、「プレゼンルーム」、「会議室Ａ」、「打ち合わせルーム」、「自
室」が含まれる。
【００３２】
　図４Ａに示されるように、「アリーナ会議室」のアイコンを下方向に移動させると、「
アリーナ会議室」の二酸化炭素排出量の基準値を下回った位置から、同じ「オフィス」カ
テゴリの一つ下の二酸化炭素排出量のグレードである「プレゼンルーム」のアイコンに切
り替わる。逆に「プレゼンルーム」のアイコンを上方向に移動させると、「アリーナ会議
室」の二酸化炭素排出量の基準値に達した位置から「アリーナ会議室」のアイコンに切り
替わる。
【００３３】
　図４Ｂには、行動の時間情報を変更する処理を説明する図を示した。図４Ｂに示される
ように、行動を示すアイコンから延びる線分の端部をドラッグして移動させると線分の長
さが変化し、線分の長さに応じて行動の継続時間が設定される。また、アイコン自体をド
ラッグして移動させると、アイコンの位置に応じて行動の開始時刻が設定される。
【００３４】
　図５には、情報処理システム１０におけるアイコンの第１の移動制御方式を説明する図
を示した。図５に示されるように、グラフ表示部４２には予め定められた間隔でグリッド
が形成されており、アイコンはグリッドの頂点に配置される。情報処理システム１０は、
グラフ表示部４２に配置されたアイコンをドラッグして移動する操作を検知した場合に、
移動開始時の移動方向におけるＸ軸方向又はＹ軸方向のうち移動量が大きい方向にアイコ
ンの移動を制限することとしてよい。すなわち、アイコンのドラッグ操作による移動方向
がＸ軸方向（又はＹ軸方向）であった場合には、当該ドラッグ操作によるアイコンの移動
方向をＸ軸方向（又はＹ軸方向）に限定し、Ｙ軸方向（又はＸ軸方向）の移動量は０と固
定することとしてよい。また、アイコンのドラッグ操作が中断された場合には、アイコン
の移動方向の制限を解除することとしてよい。
【００３５】
　図６には、情報処理システム１０におけるアイコンの第２の移動制御方式を説明する図
を示した。図６に示されるように、情報処理システム１０では、グラフ表示部４２に表示
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されるアイコンをドラッグして移動する操作を検知した場合に、当該ドラッグ操作による
移動の加速度に応じてアイコンの移動量の幅を変更することとしてよい。すなわち、加速
度が大きい場合には、移動ステップ（移動量の単位）を大きくし、加速度が小さい場合に
は、移動ステップを小さく設定することとしてよい。このようにアイコンの移動量を制御
することで、アイコンの大まかな配置を行う場合には、所期の位置に迅速に配置するよう
にし、アイコンの位置を最終的に決定する場合には、位置の微調整を行えるようになる。
【００３６】
　行動情報管理部２０は、グラフ表示部４２に配置されたアイコン及び各アイコンの位置
と継続時間に基づいて、対象期間における利用者の行動予定を示す行動予定情報を生成し
管理するものである。
【００３７】
　図７には、行動情報管理部２０により管理される行動予定情報の一例を示した。図７に
示されるように、行動予定情報は、行動（予定）を識別する行動予定ＩＤに関連づけて、
行動名、行動を行う時間帯を示す時間情報、行動の完了の有無を示す完了フラグを格納し
たテーブルとして構成することとしてよい。なお、完了フラグにおいて、「Ｔ（真）」は
行動が完了したことを示し、「Ｆ（偽）」は行動が完了していないことを示す。
【００３８】
　予測値算出部２２は、行動情報管理部２０により管理される行動予定情報に基づいて、
当該行動予定情報に示される全行動による総二酸化炭素排出量（環境負荷値）を算出する
ものである。具体的には、予測値算出部２２は、基礎データテーブルと行動予定情報を参
照し、行動予定ＩＤ毎に、行動の単位時間あたりの二酸化炭素排出量と行動の継続時間と
を乗じて得た二酸化炭素排出量をそれぞれ足しあわせて、総二酸化炭素排出量を得ること
としてよい。なお、グラフ表示部４２のＹ軸に表示される矢印４６の位置は、予測値算出
部２２により算出された総二酸化炭素排出量に基づいて決定される。
【００３９】
　次に、行動予定が立てられた対象期間において利用者が実際に行った行動に基づいて、
行動管理画面４０を更新する処理に関する機能について説明する。
【００４０】
　データ取得部２４は、利用者に関する各種データを取得するものである。例えばデータ
取得部２４は、電子メール等により利用者から完了した行動を示す行動情報の入力を受け
付けてもよいし、利用者が所有するＩＣカードから利用者の入退室情報や交通機関の利用
情報を取得することとしてもよい。
【００４１】
　実行動特定部２６は、データ取得部２４により取得されたデータに基づいて、利用者の
取った実際の行動を特定するものである。例えば、実行動特定部２６は、利用者が行動情
報管理部２０や他のスケジューラに完了した行動を登録した場合に、完了した行動の内容
及び時間情報を特定することとしてもよい。また、実行動特定部２６は、メールサーバプ
ログラムを実行し、利用者の電子メールアドレス（携帯電話機の電子メールアドレスとし
てもよい）から行動の開始時に行動内容を含む電子メールを受信し、行動の終了時に行動
の完了を示す電子メールを受信することで、利用者の行動の内容及び時間情報を特定する
こととしてもよい。電子メールを用いる場合において、行動の開始に対応した宛先（又は
件名）と、行動の終了に対応した宛先（又は件名）とを定め、受信した電子メールの時刻
に近い予定行動の開始・終了を判断することとしてもよい。
【００４２】
　また、実行動特定部２６は、利用者の入退室情報が格納された、又は紐づけられたＩＣ
カードに基づいて利用者の入退室情報を取得した場合には、当該取得した入退室情報に基
づいて、利用者の利用した会議室情報や会議時間を特定することしてよい。そのほかにも
、実行動特定部２６は、利用者の利用した交通機関の経路情報を格納したＩＣカードから
情報を読み取った場合には、当該読み取った経路情報に基づいて、利用者の用いた移動手
段及び移動時間を特定することとしてよい。実行動特定部２６は、上記に示した例に限ら
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れず、公知の入退室管理システムやセンサ情報に基づく行動モニターシステムから情報を
得て、利用者の行動を特定することとしてよい。
【００４３】
　行動情報更新部２８は、実行動特定部２６により特定された行動に基づいて、行動情報
管理部２０に管理される行動予定情報及び実行動情報を更新するものである。具体的には
、行動情報更新部２８は、完了した行動情報に基づいて、行動情報管理部２０に管理され
る行動予定情報の完了フラグを更新すると共に、完了した行動の履歴を実行動情報に格納
する。
【００４４】
　図８には、実行動情報の一例を示した。図８に示されるように、実行動情報は、完了し
た各行動を識別する実行動ＩＤに関連づけて、行動名、時間情報を格納したテーブルとし
て構成されることとしてよい。
【００４５】
　実績値算出部３０は、実行動情報に格納された行動の履歴に基づいて、利用者の実行動
による二酸化炭素排出量（環境負荷値）の値（実績値とする）を算出する。具体的には、
実績値算出部３０は、実行動情報に格納される各実行動ＩＤについて、行動の単位時間あ
たりの二酸化炭素排出量と行動時間とを乗じたものをそれぞれ足しあわせて二酸化炭素排
出量の実績値を算出することとする。
【００４６】
　予測値算出部２２は、利用者の取った行動と、それ以後の行動予定とに基づいて、対象
期間における利用者の総二酸化炭素排出量（総環境負荷値）の予測値を算出する。具体的
には、予測値算出部２２は、行動情報管理部２０に管理される行動予定情報に格納された
行動予定ＩＤのうち、完了フラグが「未完了（Ｆ）」のものを抽出して、それらの行動の
単位時間あたりの二酸化炭素排出量と行動予定時間とを乗じたものをそれぞれ足しあわせ
た二酸化炭素排出量と、実績値算出部３０により算出された二酸化炭素排出量の実績値と
を足しあわせて、対象期間における総二酸化炭素排出量の予測値を算出することとする。
【００４７】
　表示情報生成部１８は、実行動特定部２６により特定された実行動と、実績値算出部３
０及び予測値算出部２２により算出された二酸化炭素排出量の値とに基づいて、利用者の
行動管理画面４０の表示内容を更新する。
【００４８】
　図９には、利用者の実行動が特定された後に更新される行動管理画面４０の一例を示し
た。図９に示されるように、行動管理画面４０には、注目時刻（例えば現在時刻）までに
利用者が実際に取った行動を示すアイコンと、実際の行動に基づく二酸化炭素排出量の実
績値を示す矢印４８が追加されている。また、行動管理画面４０においては、実際の行動
に基づいて更新された二酸化炭素排出量の予測値に基づいて、予測値を示す矢印４６の位
置が更新されている。なお、図９に示された態様では、実行動は太線で示されている。
【００４９】
　また、注目時刻（例えば現在時刻）以後の行動予定は変更可能であり、行動予定を変更
した場合には、当該変更内容に応じて、予測値算出部２２により再び二酸化炭素排出量が
算出され、総二酸化炭素排出量の値が更新される。利用者は、実行動の推移に応じて随時
更新される行動管理画面４０を参照しながら、総二酸化炭素排出量の予測値と目標値を比
較して、対象期間内の総二酸化炭素排出量が目標値に収まるように今後の行動予定を適宜
見直すこととしてよい。
【００５０】
　次に、図１０に示したフローチャートを参照しながら、行動管理画面４０の更新処理の
流れについて説明する。図１０に示されるように、情報処理システム１０は、利用者から
対象期間における行動予定の初期設定を受け付けて（Ｓ１０１）、受け付けた内容に基づ
いて行動管理画面４０を生成し表示する（Ｓ１０２）。次に、情報処理システム１０は、
対象期間中に利用者の行動特定に係るデータを取得して（Ｓ１０３）、利用者の取った行
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予測値とを算出して（Ｓ１０５）、行動管理画面４０の表示内容を更新する（Ｓ１０６）
。
【００５１】
　情報処理システム１０では、利用者の入力により、現在時刻以後の行動予定が更新され
る場合には（Ｓ１０７：Ｙ）、更新された行動予定に応じて行動管理画面４０の表示内容
を更新する（Ｓ１０８）。行動予定が更新されない場合（Ｓ１０７：Ｎ）や、対象期間が
終了していない場合には（Ｓ１０９：Ｎ）、処理Ｓ１０３に戻ってそれ以後の処理を繰り
返し、対象期間が終了した場合には（Ｓ１０９：Ｙ）、処理を終了する。
【００５２】
　利用者は、本実施形態に係る情報処理システム１０により提示される行動管理画面４０
を参照することにより、行動環境負荷（二酸化炭素排出量）の観点から行動内容の見直し
が図れると共に、過去の行動についてはどれだけの環境負荷（二酸化炭素排出量）があっ
たのかが分かるようになる。
【００５３】
　本発明は上記の実施形態に限定されるものではなく、例えば、上記の実施形態では利用
者一人を対象とした行動管理画面４０を生成することとしているが、複数人を対象とした
行動管理画面４０を生成することとしてもよい。その場合には、複数人をグループとした
グループ全体で二酸化炭素排出量の目標値を下回るように各人の行動予定を調整するよう
にしてもよい。
【符号の説明】
【００５４】
　１０　情報処理システム、１２　入力部、１４　表示部、１６　基礎データ格納部、１
８　表示情報生成部、２０　行動情報管理部、２２　予測値算出部、２４　データ取得部
、２６　実行動特定部、２８　行動情報更新部、３０　実績値算出部、４０　行動管理画
面、４２　グラフ表示部、４４　アイコン一覧表示部、４６，４８　矢印。
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